
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定上宣型量勘二人 日杢二護登金

1 事業の成果

今年度は新型コロナウィルスによる影響がある程度軽減され、然るべき対策を講じながら本来の活動

範囲に近い形での活動を行うことができた。様々な分野に精通する有識者の方をお招きし、日本の歴史

や文化、世界情勢をふまえた日本の置かれた立場などについて有益な講演を行なっていただくなど、会

員・非会員問わず多くの学びの機会や議論の場を設けることができた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【643.6】 千円)

定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益

対象者

範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

日本伝統文化

の教育・研究

事業 (講演会

等)

第 97回定例会

「日本人に帰れ」 と

日本精神

講師 :

令和 4年
7月 13日

(水 )

銀座カフェ・

ジュリエ
8人 29人 29人

341.3

第 98回定例会

「海上自衛隊における現状と

課題

～ハイブリッド海上防衛力

の構築に向けて」

講師 :

令和 4年
10月 22

日 (土 )

銀座カフェ・

ジュリエ
8人 24人 24人

第 99回定例会
「陸上自衛隊の概要と将来の

戦い方」

講師 :

令和 4年
11月 26

日 (土 )

銀座サロン・

ド・ジュリエ
8人 25人 25人

第 100回定例会
「プーチンの正義」

講師 :

令和 5年
3月 18日

(土 )

銀座サロン・

ド・ジュリエ
8人 40人 40人

第 101回定例会
「日本の科学技術力を高める

ために」

講師

令和 5年

5月 20日

(土 )

銀座サロン・

ド・ジュリエ
8人 36人 36人



第 102回定例会
「アゼルバイジャン共和

国 一独立後達成した目標
一政治・経済・外交中心

に一」

講師 :

令和 5年
6月 17日

(土 )

銀座サロン・

ド・ジュリエ
8人 37人 37人

事究
会

研
修

の
研

跡
＜

＞

史
業
等

第 38回研修会
「芝大神宮に関する研修」

令和 5年

1月 7日

(土 )

芝大神宮 8人 19人 19人 31.5

第 97回定例会講師と参加者と

の交流会

令和 4年
7月 13日

(水 )

銀座カフェ・

ジュリエ
8人 21人 21人

第 98回定例会講師と参加者と

の交流会

令和 4年
10月 22

日 (土 )

銀座カフェ・

ジュリエ
8人 15人 15人

第 99回定例会講師と参加者と

の交流会

令和 4年
11月 26

日 (土 )

銀座サロン・

ド・ジュリエ
8人 19人 19人

第 100回定例会講師と参加者

との交流会

令和 5年
3月 18日

(土 )

銀座サロン・

ド・ジュリエ
8人 25人 25人

第 101回定例会講師と参加者

との交流会

令和 5年

5月 20日

(土 )

銀座サロン・

ド・ジュリエ
8人 25人 25人

我が国の歴史

の普及啓発事

業 (交流会

等 )

第 102回定例会講師と参加者

との交流会

令和 5年

6月 17日

(土 )

銀座サロン・

ド・ジュリエ
8人 28人 28人

245.9

日本を護る会レポー ト (第 45

号)の発行

令和 4年
12月

事務所等 9人
60人

程度

60人

程度

日本を護る会 レポー ト (第 46

号)の発行

令和 5年 3

月
事務所等 9人

60人

程度

60人

程度

我が国の歴史

の普及啓発事

業 (機関誌発

行等 )

日本を護る会 レポー ト (第 47

号)の発行

令和 5年 6

月
事務所等 9人

60人

程度

60人

程度

25.0



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和4年度 活動計算書 (その他事業がム塾場合)

定非営利活 法人 日本を護る会

117.000正会員受取会費
賛助会員受取会費

152.000受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

日本伝統文化等の講演会事業
研修事業
普及啓発事業 交流会

369.000
0

322.000
00

5 その他の収薔
受取利息

: :

(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

(2)その他経費
会議費
諸謝金
消耗品費
旅費交通費
事務用品費
通信運搬費
交際費
雑費

368.200
100. 233

0

68.506
96.770

960
9.001

0

643.67

64367(

:

2 の

0

27.172
29.837
18.246
60. 000

63.284
2.640

0

0

5.000

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

会議費
消耗品費
事務用品費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
支払手数料
租税公課
交際費
雑費
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和4年度 貸借対照表
特定非営利活動法人 日本を護る会

，

一

1

の

2

3 の

現金預金

棚卸資産
その他流動資産

454,542
28.392

0

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア
借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 482,934

411+

1

-1

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

0

3.411

B-2
正 36 , 3

112 151

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 482,934

I       S.1:日日鷺1.旧|||■



書式第 16号 (法第 28

令和4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本を護る会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 ll月 20日 一部改正 NPO法 人会計基準協議会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
(該 当な し)

(2)固定資産の減価償却の方法
(該 当な し)

(3)引 当金の計上基準
(該 当な し)

(4)施設の提供等の物的サー ビスを受けた場合の会計処理
(該 当な し)

(5,消費税等の会計処理

税込みでの処理を実施。

2.事 業別損益の状況

内 容 金 額 算定方法

(単位

科 日 講演会事業 研修事業
普及啓発事業

(交流会)

普及啓発事業
(機関紙 )

事業部門計 管理部門 合計

0

0

0

369,000

0

0

0

0

322.000

0

0

0

0

2.000

0

698

117.000

152.000

0

0

0

693

000

000

0

000

0

117

152

369,000 322,000 2.000 693.000 269.000 962.000

165.000

100.233

0

24.770

42.280

24.00
7.50

203.200

0

0

24.000

18.724

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

24

200

233

0

770

506

0

0

0

0

960

0

0

0

368

100

96

68

9.001

0

0

0

0

18.246

0

2.640

0

0

5,000

0

0

27.172

368.200

100.233
27.172

126. 607

131, 790

60,000

0

0

0

19.206

0

2.640

0

341.284 31.502 245. 924 24,960 643.670 206.179 849. 849

245,924 24.960 643.670 206. 179 849, 849
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人件贄計
■,その他経費

会議贄
語謝金
消耗昴贅
事務用品贅
旅贅交通贅
地代憲魚
施設等評

“

費用
機

“

償却費
印刷製本費

通信運搬費

業務委託費

支払手数ll
祖税公晨

交ほ費

難費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

(単位 :円 )

341. 284 31. 502 ~~可
TW「



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正 味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は.下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(単位 :円 )

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

(単位 :円 )

科 日 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

(単位 :円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な

事項

事業費と管理費の按分方法
(該 当な し)

その他の事業に係る資産の状況

(該 当な し)

科 目 期首取得′面額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員との

取引

内、近親者及
び支配法人と

の取引
(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本を置る会

資 産 の 部

154.512

28.392
28.392

133.980
150. 228

0

24

170.310

現金預金
手元現金
ゆうちょ銀行普通預金①
ゆうちょ銀行普通預金②
ゆうちょ銀行振替口座
三井住友銀行普通預金

未収金
前渡金

棚卸資産
販売用寄附物品

足量産

車両運搬具

什器備品

1

ソフトウェア

一師

長期貸付金

の

敷 金

3

1層
合 計 ②

482.934【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金

預り金 3.411

411

長期借入金

退職給付引当金

【B-1】 負 ③十④ 3,411償 合 計

【B-2】 正 【A】 ― 【B-1】 479,523味 財 産 合 計

"訂
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前●業年度における報酬の有無を配●した名簿)

特定非営利活動法人 日本を護る会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにC)

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入 )

1
理 事 監 事

オオハンタケオ

大橋 武郎

令和 4年 7月 1日

令和 5年 6月 30日

年 月

月

日

日年

2 監 事理事

カヤバヒロユキ

萱場 浩之

令和 4年 7月 1日

令和 5年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

3 監事

モチヅキヤスオ

望月靖夫

令和 4年 7月 1日

令和 5年 6月 30日

年 月

月

日

日年

4

ヤジマカンゾウ

矢島 寛三

令和 4年 10月 1日

令和 5年 6月 30日

年  月  日

年   月   日

5 理 事

アラケンイチ

阿羅 健一

令和 4年 7月 1日

令和 5年 6月 30日

年   月   日

年  月  日

6 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年   月

年   月

年   月

年 月

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年   月   日

年  月  日

10 理事・監事

年   月  日

年 月 日

年  月  日

年 月 日

〇
監事

日

日

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 日杢生護る会

氏   名

1 大橋武郎

2 萱場浩之

3 望月靖夫

4 大橋勇郎

5 小室容子

6 森本釜夫

7 八角絵梨

8 平松明子

9 矢島寛三

10 久貴光

11

12


